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１．はじめに

本報告では、ニューヨーク市で1970年代に実施された労働救済雇用プロジェクトをもとに以下の考察を行う。第一に、連邦政府と州政府の共同で管轄されたAFDCと、州政府と地方政府の共同で管轄されるGAの関連性を整理する。第二に、ニューヨーク州のGAの費用を節減するために、同州とニューヨーク市で実施されたワークフェア政策の概要を示す。第三に、ニューヨーク市のワークフェア政策への抵抗運動としてWREP労働者連合を分析する。
２．AFDCとGA
　1996年福祉改革法によって新制度（TANF）に置換されるまで、アメリカで福祉といえば扶養が必要な児童のいる貧困家族への現金扶助である「要扶養児童家族扶助（Aid to Families with Dependent Children：AFDC）」を指した。1935年に設立されたAFDCは、連邦政府と州政府の共同管轄であったが、州政府が運営し、州政府の支出に対して一定割合の連邦補助金が交付される仕組みであった。連邦政府の負担率は、設立当初は1/3であったが、徐々に増加し、1996年には各州の経済力に応じて50％から80％の割合になっていた。
ニューヨーク州では、AFDCの運用は地方政府が行い、その費用は、連邦政府からの補助金（連邦政府の負担率50％）を差し引いた残りを州政府と地方政府で折半した。連邦政府の1996年福祉改革法を受けて、1997年ニューヨーク州福祉改革法が成立し、ニューヨーク州のAFDCはTANFに置換されたが、同州のTANFは家族支援（Family Assistance）という名称であった。
地方政府レベルで福祉を考察する際に重要なのが、「一般扶助（General Assistance: GA）」である。GAは、主に連邦管轄の公的扶助（AFDCの他に、障害者や高齢者への公的扶助であるSSIなども含む）の受給資格要件を満たさない者（児童を扶養していない貧困家族や貧困な単身者等）を対象とする現金扶助や諸サービスであり、州政府と地方政府が独自に支出・運営した。一般的にGAは受給要件が厳格であり、GAを実施していない州さえある。
ニューヨーク州では1931年にF・R・ルーズベルト州知事のもとで「家族扶助（Home Relief: HR)」という名称でGAが設立され、その費用負担は州政府と地方政府で折半で行われた。HRは、1997年ニューヨーク州福祉改革法によって、セーフティネット扶助プログラム(Safety Net Assistance Program)に置換されるまで存続した。1995年のHRの支出は11億ドルであり全米のGAのなかでも最多であった（Savas2005: 5）。
３．PWPとWREP

1970年代前半までの全米におけるGAの実施状況は、20州が対象を雇用不可能者に限定し、9州は「雇用可能者」も対象に含め、他りの州は実施していなかった。GAは、1970年代に受給者の急増と州・地方政府の深刻な財政危機が重なったことにより問題視され、州政府は就労可能かつ雇用可能な受給者に対して費用節減のための福祉改革を実施するようになった（Katz1986: 283）。
ニューヨーク州では、州憲法の社会福祉に関する第17条第1節で、州・地方政府に「公共の関心事」として「貧困層への扶助、ケア、支援」の提供を義務付けていた。そのため同州は、厳格な福祉改革を実施することは困難であったが、1971年に保守派のロックフェラー州知事のもとで、HR受給者に現金給付と引き換えに公共機関での労働を課す「公的労働プログラム（Public Works Program: PWP）」が設立された。PWPは、全米初のワークフェアプログラムとも言われている。
ニューヨーク市では、1973年に、HR受給者に対する強制的な労働プログラムとして「労働救済雇用プロジェクト（Work Relief Employment Project: WREP)」が創出された。プロジェクト参加者は、保育補助や配達業、管理人、事務員、警備員といった広範な業務で労働を行った。しかし、単に現金扶助を提供するよりも、WREPは19％から33％費用が余分にかかることが明らかになったため、プロジェクト参加期間が18ヶ月に制限されるようになり、1976年にWREPは終了した（Besharov and Germanis 2004: 53-4）。
　1975年に財政破綻危機に直面したニューヨーク市は、1976年から就労可能なHR受給者に対してPWPを実施し始めた。プログラム参加者の労働時間は、HRの給付額や割り当てられた労働の性質によって決定された。1983年までに1.1万人以上の受給者がPWPに参加し、1985年に参加者数は約1.5万に達した時点で、州政府によってプログラム参加者数の上限が設けられた。参加者の1/3は福祉事務所の事務業務や清掃業務を行い、他の参加者は、公園福祉課、居住課、清掃課ならびに他の公的機関や市が助成するコミュニティ組織で働いた（Besharov and Germanis 2004: 54）
４．WREP労働者連合
　WREP参加者は、プロジェクト開始後数ヶ月で1万人を越え、市の11機関ならびに全区の400以上の職場で働き、参加者の約3/4はアフリカ系・ラテン系、6割は男性、5割は35歳以上であった。WREP参加者が就かされた仕事は、労働組合加入の市の労働者によって担われていたものだが、労働条件は、半日制の年給2600ドルで、医療保険や雇用保険、雇用確保への加入資格はなく、適正手続きや苦情処理手順のような職場保護も欠いていた。当局によればプロジェクトを通して正規雇用へ移行できるということであったが、その割合は極めて限られていた（Tait 2005: 89-90）。

　ニューヨーク市の法律では、WREP参加者は、団体交渉のための組織化が認められていた。元ACORNの組織者に率いられてWREP労働者組織化委員会が設立され、組織化が行われた。1974年2月までに、市内3区の多数の職場を代表する65人のWREP労働者が集まって正式に組織を立ち上げ、「WREP労働者連合（United WREP Workers: UWW）」と呼ばれるようになった。UWWの目的は、労働者の権利と福祉の権利を強化し、自発的に就けるフルタイムの適切な給与の仕事とWREP労働者のための団体交渉を獲得することであった。UWWは、1974年の秋までに市内全5区から3800人の会員を獲得するなど活動を広げたが、1976年のWREPの終了とともに解散した（Tait 2005: 90-4）。
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